
375 Japan Marketing Academy Conference Proceedings vol.6（2017）

オーラルセッション ― 報告概要

新品種原料大豆を用いた味噌の 
生活者視点に基づくマーケティング戦略
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要約
本研究では，国内の大豆の自給率が低いことから，その向上に向けては生産振興と消費者ニーズ開拓が重要になることを
踏まえ，新しい品種の「あきまろ」を素材として試食調査と試供調査により消費者評価を行った。その結果，「あきまろ」に
ついては，顧客ターゲットとした40歳代から70歳代の女性に一定のニーズが存在することを明らかにした。そして，４Pに加
えて生活者視点を踏まえた４Cも含めたマーケティング・ミックスを策定した。最後に，新たなターゲット顧客の需要を創造
する視点と生活者視点に重きを置いたマーケティングの可能性についても考察を行った。
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I. 問題意識と課題の限定
本研究では，新品種大豆の事例として前述の「あきま

ろ」を素材として，これまでに行われこなかった特定の大豆
品種を用いた加工品の消費者評価を踏まえたマーケティ
ング戦略を策定する。その際，生活者視点に焦点を当て
て新規需要の開拓の方向性を検討していく。具体的には，
次の２つの課題に取り組む。
第１は，あきまろ味噌の顧客ターゲットの特性を明かにす

る。そのために，味噌を利用する形態として最も頻度が高
い味噌汁の原料としてあきまろを用い，それに対する消費
者評価を得る。
第２は，あきまろ味噌の生活者視点に基づくマーケティン

グ・ミックスを提示する。ここで生活者視点に注目する理
由は，農産物の消費場面の多くは家庭であることから，家
庭の食卓における味噌の利用実態を踏まえることが重要
であると考えるからである。そのため，後に詳細を述べる
「試供調査」を行うことで，「あきまろ」味噌の家庭への普
及可能性を検討する。

II. 対象と方法
分析対象は，性別は女性，年齢は30歳代以上から70

歳代以下，居住地域は広島県の福山市内のみとする。以
上のフィルタリングを行った結果，分析サンプル数は93件，
そのうち試供回答は53件となった。

III. 結果

1. ターゲット顧客における「あきまろ味噌」の総合評価
といつもの味噌との比較
試食調査では，総合的な評価は「おいしい」が４割

（N=34，39.5％）であった。なお，少数ではあるが，「子ど
もでも合う」（N＝3，3.5％）という回答があった。いつもの
味噌汁に比べても，約３割（N=22，27.2％）が「おいしい」
という回答をしている。次いで，「うす味」（N＝11，13.6％）
であった。よりおいしくするにはの質問は，「このままで十
分」という回答が最も多く（N=11，20.0％），次いで，「ダシ
をきかせる」であった（N=8，14.5％）。
試供調査では，総合的な評価は「おいしい」が最も多
かった（N=13，32.5％）。その他の回答として，回答数は
１のものが多いが，「どんな具材とも愛称がよい」や「まろ
やか」などの評価があった。いつもの味噌汁に比べてで
は，「おいしい」が３割（N=11，27.5％）と試食調査と同じ
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であったが，試食時にみられた「うす味」という回答数は
多くなかった。よりおいしくするためには，約４割（N=13，
37.1％）が「このままで十分」と回答しており，試食時の同
質問への回答が２割であることから，あきまろ味噌の評価
がより現実的なものとなったと考えることができるだろう。

2. あきまろ味噌の４P戦略－価格（Price）と顧客の負担
（Cost to the Customer)
次に，購入希望価格を尋ねた結果を分析した結果をみ

る（表-7）。あきまろ味噌（500g）を買いたい価格（税込
み）は，試食時は368円であったが試食後は35.7円となっ
ている。ただし，対応のあるｔ検定の結果，この点について
は有意な差があるとはいえない。他方，「高すぎて買わな
い価格」についての質問では，５％有水準にて差が確認さ
れた。それは，試食時は588.1円であったものが，試供後
に527.4円に下がるというものである。
この結果は，例えば，販売者が試食調査結果だけを踏ま
えて，560円で販売した場合，高すぎると思う消費者が現
れる可能性があるが，試供調査の結果を踏まえて520円
で販売するならば，高すぎて買わないという消費者が現れ
る可能性は少ないという解釈になる。すなわち，消費者は，
「あきまろ味噌」を自ら調理することでその商品の質を理
解し，よりシビアな評価を下すようになったといえよう。このよ
うに，高すぎる価格設定をすることによる売れ残りを少なく
することが可能となることも，試供調査によって得られる重
要な知見の一つである。

IV. 考察
本研究の特徴は，実際に家庭で使ってもらう試供調査
の結果を踏まえて，マーケティング・ミックスを検討している

点であるが，これによって，製造側の論理だけでなく，消費
側の論理を取り入れることが可能になる。さらに，今回，生
活者として40歳代から70歳代の女性をターゲットに想定
したが，彼女たちの多くの生活圏には家族がいることにも
留意が必要である。「夫や子供にも食べさせたい」という
欲求が，彼女たちの日常生活から生成してくるからである。
この点は，農産物の生活者視点に基づくマーケティングを
考える場合に重要な点である。つまり，特定の個人の評価
を収集するだけでは不十分であり，回答者の生活圏で，そ
の商品がどのようなコミュニケーションツールとして利用さ
れる可能性があるかという視点からの分析が必要といえよ
う。農産物はただ空腹を満たすだけのものではなく，生活
圏における他者とのコミュニケーションを促進させる触媒と
なっているという視点が重要といえるのではないか。
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